
茂原市職員の給与・定員管理等について（平成２１年度） 

 
１ 総 括 
（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区   分 
住民基本台帳人口 

（２０年度末） 
歳 出 額 

A 
実質収支 

人 件 費 
B 

人件費率 
Ｂ／Ａ 

（参考） 
１９年度の人件費率 

２０年度 94,001 人 25,959,188 千円 278,322 千円 5,368,635 千円 20.7％ 22.2％ 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給             与             費 
区 分 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費 Ｂ／Ａ 

（参考） 
類似団体平均 
一人当たり給与費 

２０年度 594 人 2,377,365 千円 326,066 千円 903,610 千円 3,607,041 千円 6,072 千円 6,397 千円 

 （注）１ 給与費とは、人件費のうち職員に支給される給料と職員手当（退職手当を除く）をいいます。 
    ２ 職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。 
 
（３）特記事項 
  茂原市では、平成１８年４月１日から一般職員の給料月額を１％～６％減額しています。 
 
 
 
 
（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 
     給与水準を示す指数です。 
 

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 ・・・ ９６．２ 

    （平成２１年４月１日現在） 

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と

地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指

数です。 

級区分 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級・９級 
減額率 １％ ２％ ３％ ４％ ５％ ６％ 



 
（５）給与改定の状況 

①月例給 
（参 考） 

茂原市 
国 千葉県 改定率 

△0.18％ △0.22％ △0.19％ 
 

②特別給 
（参 考） 

茂原市 
国 千葉県 年間支給月数 

4.15 月 4.15 月 4.15 月 
 
 
 
 
２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 
 
（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
（国ベース） 

茂原市 ４３．８歳 342,985 円 399,153 円 382,559 円 

国 ４１．５歳 325,521 円 ― 391,770 円 

千葉県 ４４．４歳 355,669 円 443,531 円 406,162 円 

類似団体 ４３．９歳 338,592 円 398,310 円 370,103 円 
 
 

② 技能労務職 

 
 
 

公  務  員 民    間 参 考 
区 分 

平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 
平均給与月額 
（国ベース） 

対応する民間の

類似職種 
平均年齢 

平均給与月額

（B） 
Ａ／B 

茂原市 ４８．１歳 298,635 円 320,901 円 318,129 円 ― ― ― ― 

うち 
清掃職員 

４１．４歳 273,052 円 298,040 円 296,853 円 
廃棄物処理業

従業員 
４４．２歳 299,900 円 0.99 

うち 
電話交換手 

４７．５歳 330,734 円 341,928 円 341,928 円 
内線電話 
交換手 

４１．２歳 211,600 円 1.62 

うち 
給食調理員 

５２．７歳 296,852 円 311,740 円 310,522 円 調理士 ４３．６歳 280,300 円 1.11 

うち 
作業員 

４７．５歳 301,865 円 323,822 円 320,863 円 ― ― ― ― 

うち 
用務員 

５０．６歳 281,495 円 300,885 円 296,881 円 用務員 ５４．５歳 214,000 円 1.40 

 

うち 
自動車運転手 

５０．０歳 335,061 円 376,657 円 371,022 円 
自家用乗用 

自動車運転者 
４７．３歳 318,600 円 1.18 

国 ４９．２歳 285,548 円 ― 322,737 円 ― ― ― ― 

千葉県 ４９．９歳 331,246 円 386,982 円 366,506 円 ― ― ― ― 

類似団体 ４８．４歳 311,057 円 340,898 円 327,925 円 ― ― ― ― 



 
③ 教育職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

茂原市（幼稚園教諭） ５１．７歳 381,096 円 407,361 円 
高校教員 ４６．７歳 407,969 円 483,567 円 

千葉県 
小・中学校教員 ４４．１歳 379,267 円 444,222 円 

類似団体（幼稚園教諭）  ４３．８歳 337,614 円 362,185 円 
 
（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 
   ２ 「平均給与月額」とは、平均給料月額と月ごとに支払われることとされている扶養手当、地域手当、住居手当、 
     時間外勤務手当等の諸手当の額を合計したものです。 

また、「平均給与月額（国ベース）」とは、公表されている国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、 
通勤手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 

３ 技能労務職の民間データは、「賃金構造基本統計調査」における、平成１８年から平成２０年の３ヶ年平均（ 
内線電話交換手については、平成 14 年から平成 16 年の 3 ヶ年平均）の数値を使用しています。 

４ 「対応する民間の類似職種」については、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではあ 
りません。 

 
 
 
（２）職員の初任給の状況（２１年４月１日現在） 

区   分 茂原市 千葉県 国 

Ⅰ種  181,200 円 
大学卒 178,800 円 178,800 円 

Ⅱ種  172,200 円 一般行政職 

高校卒 144,500 円 144,500 円    140,100 円 

高校卒 144,500 円 144,500 円 ― 
技能労務職 

中学卒 140,100 円 133,100 円 ― 

教 育 職 大学卒 178,800 円 199,700 円 ― 

 
 
 
（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在） 

区  分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 260,253 円 310,197 円 355,193 円 
一般行政職 

高校卒 220,671 円 254,925 円 312,522 円 

高校卒 196,850 円 243,200 円 273,042 円 
技能労務職 

中学卒 ― ― ― 

 
 
 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 
（１）一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在） 

参  考 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１年前の構成比 
９ 級 部長・参事 １１人 ２．７％ ３．１％ 
８ 級 次長・副参事 １３人 ３．１％ ３．５％ 
７ 級 課長・主幹 ６３人 １５．２％ １３．４％ 
６ 級 課長補佐・副主幹 ５３人 １２．８％ １１．３％ 
５ 級 係長・主査 ９４人 ２２．７％ ２３．８％ 
４ 級 副主査 ８８人 ２１．３％ ２１．５％ 
３ 級 主事（困）・技師（困） ７４人 １７．９％ ２０．３％ 
２ 級 主事・技師 １７人 ４．１％ ３．１％ 
１ 級 主事補・技師補 １人 ０．２％ ０％ 

（注）１ 茂原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

平成 21 年 1 月 1 日の定期昇給については、人事評価制度導入前であることから、休職期

間等がある職員を除いて標準区分（4 号給（55 歳以上の職員にあっては 2 号給））の昇給を

行った。 
※特定職員（７級職以上の職員）については、標準区分を２号給（55 歳以上の職員にあ

っては１号給）としています。 



 
４ 職員の手当ての状況 
 
（１）期末手当・勤勉手当 

茂   原   市 国 
 
１人当たり平均支給額（２０年度決算） 

１，５０１千円 
 

― 

 
（２０年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 
    ２．８０月分    １．５０月分 

（１．３０月分）  （０．７５月分） 
 

 
（２０年度支給割合） 

期末手当      勤勉手当 
    ３．００月分    １．５０月分 

（１．６０月分）  （０．７５月分） 

 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算   ２．５～１０％ 
 

 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 
 

（注）１ 茂原市では、平成２０年度における一般職の期末手当の支給月数を０．２月（再任用職員にあって 
は０．３月）削減しています。 

   ２ 茂原市では、平成１８年度から期末・勤勉手当の役職加算率を５０％削減しています。 
   ３（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
 
 
（２）退職手当（２１年４月１日現在） 

茂     原     市 国 
（支給率）         自己都合   勧奨・定年 
勤続２０年      ２３．５ 月分  ３０．５５月分 
勤続２５年      ３３．５ 月分  ４１．３４月分 
勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 
最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 
 
その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 
           （２％～２０％加算） 

１人当たり平均支給額    ２６，１０２千円 

（支給率）         自己都合   勧奨・定年 
勤続２０年      ２３．５ 月分  ３０．５５月分 
勤続２５年      ３３．５ 月分  ４１．３４月分 
勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 
最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 
 
その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 
           （２％～２０％加算） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２０年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
 
（３）地域手当 

支給実績（２０年度決算）   ５７，５１８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）   ８３，９６７ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市内全域 ２％ ６４９人 ※６％ 
※国の制度における支給率６％とは、制度完成時（平成２２年度）の支給率であり、経過措置に基づく平成２１年度の 
支給率は、５％です。 



 
（４）特殊勤務手当 

区    分 全  職  種 

支給実績（２０年度決算） －  円 

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） －  円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度決算） ０％ 

手当ての種類 ４種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

感染症防疫手当 右記業務に従事した職員 感染疾患者の収容又は消毒作業 日額          ５００円 

家畜伝染病防疫作業手当 右記業務に従事した職員 家畜伝染病の予防又は汚染場

所等の消毒処理作業 日額          ２００円 

行旅病人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅病人の収容 １件       １,５００円 

行旅死亡人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅死亡人の処理 １件       ３,０００円 

 
（５）時間外勤務手当 
支給実績（２０年度決算） ７７，４０２ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） １６４ 千円 

支給実績（１９年度決算） ６５，１６４ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） １３４ 千円 

 
（６）その他の手当（２１年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度 
との異同 

支給実績 
（20 年度決算） 

支給職員１人当た 
り平均支給年額 
（20 年度決算） 

扶養手当 

●配偶者              13,000 円 
●配偶者以外の扶養       １人 6,500 円 
満１６歳の年度初めから 
満２２歳の年度末までの 
子がいる場合の加算       １人 5,000 円 

同じ 67,107 千円 218,588 円 

住居手当 

●借家の場合（家賃 11,000 円 
を超える場合に限る）    家賃額に応じて

27,000 円を限度
に支給 

●自宅の場合            4,300 円 

異なる 35,338 千円 109,926 円 

通勤手当 

●電車、バスを利用する場合    全額支給 
●乗用車等を使用する場合    使用距離に応 

じて 2,000 円 
から 32,330 円 
を支給 

異なる 35,909 千円 64,521 円 

管理職手当 

職務の給６級以上の職員  職に応じて給料月額

の１０％～１８％ 
※平成１８年４月１日から２０％の減額措置 
  実支給率   ８％～１４．４％ 

異なる 77,636 千円 494,896 円 

休日勤務手当 
 
休日に勤務した場合   勤務１時間当たりの給 

与額の 100 分の 135 
 

同じ 269 千円 7,474 円 

夜間勤務手当 
正規の勤務時間として    勤務１時間当たり 
午後１０時から翌日の    の給与額の 100 分 
午前５時までの間に勤    の 25 
務した場合 

同じ 4 千円 2,077 円 



 
５ 特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在） 
 

区     分 給   料   月   額   等 

給 
料 

 
市     長 
副  市  長 

 
675,000 円 （900,000 円） 
620,000 円 （775,000 円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 
1,007,000 円 ／ 579,600 円 

817,000 円 ／ 552,000 円 

報 
酬 

議     長 
副  議  長 
議     員 

436,500 円 （485,000 円） 
391,500 円 （435,000 円） 
364,500 円 （405,000 円） 

690,000 円 ／ 359,800 円 
620,000 円 ／ 295,800 円 
560,000 円 ／ 273,500 円 

市     長 
副  市  長 

（平成２０年度支給割合） 
      ４．１５ 月分 期 

末 
手 
当 

議     長 
副  議  長 
議     員 

（平成２０年度支給割合） 
      ４．１５ 月分 

退 
職 
手 
当 

 
市     長 
副  市  長 

（算定方式）          （１期の手当額）  （支給時期） 
 900,000 円×在職月数×0.35    15,120,000 円    任期毎 
 775,000 円×在職月数×0.25    9,300,000 円    任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。 
   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 
     勤めた場合における退職手当の見込額です。 
 
 
 
 
６ 職員数の状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                    （各年４月１日現在） 

職  員  数    区 分 
部 門 

平成２０年 平成２１年 
対前年 
増減数 主 な 増 減 理 由 

議  会 
総務企画 
税  務 
民  生 
衛  生 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 

６ 
１１７ 
５７ 

１４３ 
４７ 

５ 
１９ 
 ８ 
８１ 

６ 
１１９ 
５５ 

１３６ 
４８ 

５ 
１９ 
１０ 
７４ 

 － 
   ２ 

△２ 
△７ 
 １ 
 － 
 － 
 ２ 
△７ 

 
行財政改革推進課の新設 
事務の統廃合縮小 
事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 
健康管理課業務の充実 
 
 
企業誘致推進室の新設 
事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

計 ４８３ ４７２ △１１ ＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ５．０人 
（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数  ５．９人） 

教育部門 １１２ １１１  △１ 退職者の不補充 

普 
通 
会 
計 
部 
門 

小  計 ５９５ ５８３ △１２ ＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ６．２人 
（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数  ８．０人） 

下 水 道 
そ の 他 

１８ 
５２ 

１７ 
４９ 

△１ 
△３ 

農業集落排水室の業務見直し 
事務の統廃合縮小及び退職者の不補充 

公会 
営計 
企部 
業門 
等 小  計 ７０ ６６ △４  

合  計 ６６５ 
［８０７］ 

６４９ 
［８０７］ 

△１６ 
［ － ］ 

＜参考＞ 人口 1,000 人当たり職員数  ６．９人 
（注） ［   ］内は、条例定数の合計です。 



 
（２）年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在） 

区 分 
20 歳 
 
未 満 

20 歳 
  
23 歳 

24 歳 
  
27 歳 

28 歳 
  
31 歳 

32 歳 
  
35 歳 

36 歳 
  
39 歳 

40 歳 
  
43 歳 

44 歳 
  
47 歳 

48 歳 
  
51 歳 

52 歳 
  
55 歳 

56 歳 
  
59 歳 

60 歳 
  
以上 

計 

職員数 ０人 8 人 36 人 54 人 90 人 88 人 62 人 41 人 65 人 122 人 82 人 1 人 649 人 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

２
０

歳
未

満

２
０

～
２

３

２
４

～
２

７

２
８

～
３

１

３
２

～
３

５

３
６

～
３

９

４
０

～
４

３

４
４

～
４

７

４
８

～
５

１

５
２

～
５

５

５
６

～
５

９

６
０

歳
以

上

構成比

５年前の構成比

 
（２） 定員管理の数値目標及び進捗状況 
 ①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成１７年４月１日 
職 員 数 

平成２２年４月１日 
職 員 数 

純減数 純減率 

７２５人 ６４９人 ７６人 △１０．５％ 

 
 
 

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 
                                                             （各年４月１日現在） 

     区 分 

部 門 

１７年 

計画始期 

１８年 

１年目 

１９年 

２年目 

２０年 

３年目 

２１年 

４年目 

２２年 

５年目 

17 年～1９年 

計 

（参 考） 

数値目標 

職員数 ７２５ ７０８ ６９３ ６６５ ６４９  ― ６４９ 
全部門 

増 減  
△１７ △１５ △２８ △１６  △７６（100％） △７６ 

（注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間です。 
   ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。 
   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降 
     現年までの職員増減数の累計を示します。 
 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 


